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Ⅰ 制度概要 

（１）立地適正化計画制度の概要 

全国的に人口減少や少子高齢化が進む中において、安全で快適な生活環境を確保し、歩いて暮らせる生

活拠点づくりを推進するため、財政面及び経済面において持続可能な都市経営を進める必要があります。こ

のため、医療・福祉施設等がまとまって立地し、それぞれの生活拠点と中心市街地を公共交通で結ぶ「コンパ

クト・プラス・ネットワーク」の考えで、まちづくりを取り組む必要があり、本市では「都城市立地適正化計画（以下、

本計画）」を策定し、平成３１年１月３１日に公表しました。 

本計画の公表に伴い、誘導区域外では都市再生特別措置法に基づき、届出が義務づけられます。 

なお、本計画は、緩やかな誘導を図る計画であるため、届出を求めますが、立地を規制するものではありま

せん。 

 

（２）誘導区域の届出要件（本手引きの適用範囲） 

立地適正化計画区域（都市計画区域）内で一定規模の開発行為等を行う場合には、届出が必要となりま

す。以下の表により、届出要件に該当する場合には、市長への届出が必要となりますので、本手引きをご参照

ください。 

【誘導区域の届出要件】 

区域 
計画の 

概要 
建築の形態 建築の場所 

居
住
誘
導
区
域 

開
発
・建
築
の
計
画 

いずれかに該当 

○住宅目的の開発行為 

○３戸以上の住宅の建築行為 

（新築・改築・用途変更・開発） 

以下の２つに該当 

○都市計画区域 

○居住誘導区域※２の外側 

都
市
機
能
誘
導
区
域 

以下に該当 

○誘導施設※１ 

以下の２つに該当 

○都市計画区域 

○都市機能誘導区域※２の外側 

休
廃
止
の
予
定 

以下の２つに該当 

○都市計画区域 

○都市機能誘導区域 

 

※１ 誘導施設一覧 

都市機能誘導施設 

商業機能 生鮮三品取扱店（スーパーマーケット等）  ※床面積 500㎡超 

医療機能 
保健センター※３ 児童福祉施設 子育て世代活動支援センター※３ 

病院・診療所 文化施設 図書館※３ 

※２ 居住誘導区域・都市機能誘導区域については、「Ⅵ 誘導区域図」（Ｐ１５～Ｐ２５）をご参照ください。 

※３ 地域交流センターを併設する施設に限る。  
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（３）届出制度の概要 

本市では、都城市立地適正化計画を平成３１年１月３１日に都市再生特別措置法第８１条第１８項の規定

に基づき、公表しました。 

これにより、一定規模以上の開発行為や建築行為等を行う場合に、市長への届出が義務づけられます。 

目的 誘導区域外の住宅や誘導施設の立地動向を事前に把握するもの。 

届出の対象区域 都市計画区域（都城広域・高崎） 

運用開始日 平成３１年１月３１日 

届出の対象行為 

○住宅の開発・建築行為 
「Ⅱ 住宅の開発・建築行為等に係る届出」 

（Ｐ３～Ｐ４）参照 

○誘導施設の開発・建築行為 

○誘導施設の休止又は廃止 

「Ⅲ 誘導施設の開発・建築行為等に係る届出」 

（Ｐ５～Ｐ７）参照 

届出日 行為着手の３０日前まで 

届出場所 
都城市姫城町６街区２１号 

都城市土木部都市計画課（ＴＥＬ：０９８６‐２３‐２７６２（直通）） 

届出の様式 

窓口に設置するほか、ＨＰからもダウンロードできます。 

※「Ⅳ 居住誘導区域に関する届出様式（記入例）」（Ｐ８～Ｐ１０） 

「Ⅴ 都市機能誘導区域に関する届出様式（記入例）」（Ｐ１１～Ｐ１４） 

に従って必要事項をご記入の上、届出書の提出をお願いします。 

 

【届出の流れ】 

 

 

 

 ※対象行為の届出については、いち早く情報を把握するため、開発許可・建築確認申請等の前に余裕を

持って届出していただきますよう御協力をお願いします。 

 

（４）区域境界上の敷地における誘導区域の判断 

敷地が誘導区域内外にまたがる場合には、誘導区域内として取り扱います。ただし、誘導区域の設定条件

として除外した区域（災害の想定される区域等）については、誘導区域から除外することとします。 

 

【敷地が誘導区域内外にまたがる場合】        【除外した区域と誘導区域がまたがる場合】 

 

 

 

 

 

 

 

開発・建築

の計画

事前相談

（建築部局）

届出対象の是非を判断

（都市計画課）
届出

開発許可・建築確認

申請等

建築・開発

行為の着工

行為着手の 

３０日前まで 

誘導区域外 
区域内 

区域内 誘導区域内 

誘導区域外 

区域外 

区域外 誘導区域内 
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Ⅱ 住宅の開発・建築行為等に係る届出 

（１）届出の対象となる行為 

【都市再生特別措置法第８８条第１項】 

立地適正化計画区域内の居住誘導区域外の区域において、以下の行為を行う場合には、これらの行為に

着手する日の３０日前までに市への届出が義務付けられています。 

 

【届出対象行為】 

開発行為 

①３戸以上の住宅の建築を目的とする開発行為 

②１戸又は２戸の住宅の建築を目的とする開発行為で、その規模が１，０００㎡以上の

もの 

建築・用途変更 
①３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

②建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して３戸以上の住宅とする場合 

 ※「住宅」：戸建住宅、共同住宅、長屋、兼用住宅の用に供する建築物 

 

【届出の対象となる場合のイメージ】 

開発行為 建築・用途変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※具体的な区域は、「Ⅵ 誘導区域図」（Ｐ１５～Ｐ２５）をご参照の上、都市計画課へご相談ください。 

  

届出必要 ３戸以上の住宅への用途変更 

事務所・ 
店舗 

４戸の 
住宅 

届出不要 １戸を新築 

１戸の住宅の建築目的の開発で 

その規模が１，３００㎡ 
届出必要 

１，３００㎡ 

届出不要 
２戸の住宅の建築目的の開発で 

その規模が８００㎡ 

８００㎡ 

【①の例示】 

【②の例示】 

【②の例示】 

届出必要 ３戸を新築 届出必要 ３戸以上の開発 

【①の例示】 
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（２）届出書類の作成 

届出は、以下の区分により、あらかじめ定められている届出書（様式）に添付図書を添えて行います。 

 

【届出を行う際に必要な書類】 

開発行為の場合 

○届出書【様式第１０（都市再生特別措置法施行規則第３５条第１項第１号関係）Ｐ８参照】 

○添付図書 

◆当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共

施設を表示する図面（縮尺１，０００分の１以上） 

◆設計図（縮尺１００分の１以上） 

建築行為の場合 

○届出書【様式第１１（都市再生特別措置法施行規則第３５条第１項第２号関係）Ｐ９参照】 

○添付図書 

◆敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺１００分の１以上） 

◆建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺５０分の１以上） 

◆位置図（縮尺１，０００分の１以上） 

上記の届出内容を

変更する場合 

○届出書【様式第１２（都市再生特別措置法施行規則第３８条第１項関係）Ｐ１０参照】 

○添付図書 上記のそれぞれの場合と同様 

 

【届出を必要としない軽易な行為】 

以下のような軽易な行為については、届出を必要としない場合があります。 

対象行為 概要 

住宅等の開発・建築行為等 

【都市再生特別措置法第８８条第１項】 

【都市再生特別措置法施行令第２７条】 

 

○軽易な行為その他の行為で以下のいずれかに該当するもの 

◆住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に

供するものの建築の用に供する目的で行う開発行為 

◆上記の住宅等の新築 

◆改築又は用途変更により上記の住宅等とする行為 

○非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

○都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為 
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Ⅲ 誘導施設の開発・建築行為等に係る届出              

（１）届出の対象となる行為 

【都市再生特別措置法第１０８条第１項】 

立地適正化計画区域内の都市機能誘導区域外の区域において、以下の行為を行う場合には、これらの行

為に着手する日の３０日前までに市への届出が義務付けられています。 

【届出対象行為】 

開発行為 ○誘導区域外で誘導施設を有する建築物の建築を目的とする開発行為 

建築・用途変更 

○誘導区域外で誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

○誘導区域外で建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

○誘導区域外で建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合 

 

【都市再生特別措置法第１０８条の２第１項】 

都市機能誘導区域内の区域において、以下の行為を行う場合には、行為を行う３０日前までに市への届出

が義務付けられています。 

【届出対象行為】 

休廃止 ○誘導区域内で誘導施設を休止又は廃止しようとする場合 

 

 

【届出の対象となる区域イメージ】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
届出不要 

新築 

誘導施設 

新築 

誘導施設 

届出必要 

都市計画区域 

届出必要 

休止・廃止 

誘導施設 

都市機能誘導区域 

届出不要 

新築・廃止 

誘導施設以外 
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（２）対象となる施設 

【届出の対象となる施設】                                ○：届出必要  ―：届出不要 

都市機能誘導施設 

立地適正化計画区域 

都市機能誘導区域 都市機能
誘導区域

外 中心拠点 
市街地系 
生活拠点 

田園系 
生活拠点 

商業機能 
生鮮三品取扱店※床面積 500 ㎡超 

（スーパーマーケット等） 
― ― ― ○ 

医療機能 

保健センター 

（地域交流センターを併設） 
― ○ ○ ○ 

病院、診療所 ― ― ― ○ 

児童福祉施設 
子育て世代活動支援センター 

（地域交流センターを併設） 
― ○ ○ ○ 

文化施設 
図書館 

（地域交流センターを併設） 
― ○ ○ ○ 

※届出が必要な施設は、都市機能誘導区域の種類によって異なります。 

 

【拠点の種類と対象地区】  

拠点 地区（地域） 

中心拠点 市中心部（中心市街地周辺） 

市街地系 

生活拠点 
中心地区（姫城・妻ヶ丘・小松原・祝吉・五十市・横市）、沖水地区 

田園系 

生活拠点 
中郷地区、志和池地区、庄内地区、山之口地区、高城地区、山田地区、高崎地区 

 

【届出対象施設の法的位置づけ】 

施設 誘導施設 法的位置づけ 

商業施設 

住民の日常生活に必要な生鮮三品・

日用品を取り扱う店舗等の床面積が

５００㎡を超える小売店舗（スーパー

マーケット等） 

都城市特定用途制限地域における建築物等

の制限に関する条例に規定する「集落居住環

境保全型地区」の面積要件を参考に設定。 

医療施設 
①保健センター 

②病院、診療所 

①地域保健法第１８条 

②医療法第１条の５ 

児童福祉施設 子育て世代活動支援センター 都市再生整備計画の交付対象施設 

文化施設 図書館 図書館法第２条第１項 

※具体的な施設は、上表をご参照の上、都城市都市計画課へご相談ください。 
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（３）届出書類の作成 

届出は、以下の区分により、あらかじめ定められている届出書（様式）に添付図書を添えて行います。 

 

【届出を行う際に必要な書類】 

開発行為の場合 

○届出書【様式第１８（都市再生特別措置法施行規則第５２条第１項第１号関係）Ｐ１１参照】 

○添付図書 

◆当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施

設を表示する図面（縮尺１，０００分の１以上） 

◆設計図（縮尺１００分の１以上） 

建築行為の場合 

○届出書【様式第１９（都市再生特別措置法施行規則第５２条第１項第２号関係）Ｐ１２参照】 

○添付図書 

◆敷地内における建築物の位置を表示する図面（縮尺１００分の１以上） 

◆建築物の２面以上の立面図及び各階平面図（縮尺５０分の１以上） 

◆位置図（縮尺１，０００分の１以上） 

上記の届出内容を

変更する場合 

○届出書【様式第２０（都市再生特別措置法施行規則第５５条第１項関係）Ｐ１３参照】 

○添付図書 上記のそれぞれの場合と同様 

休廃止の場合 

○届出書【様式第２１（都市再生特別措置法施行規則第５５条の２関係）Ｐ１４参照】 

○添付図書 

◆当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施

設を表示する図面（縮尺１，０００分の１以上） 

◆休廃止の決定に係る図書 

◆都市機能の用途及び面積が分かる書類等 

 

【届出を必要としない軽易な行為】 

以下のような軽易な行為については、届出を必要としない場合があります。 

対象行為 概要 

誘導施設の建築・開発行為等 

【都市再生特別措置法第１０８条第１項】 

【都市再生特別措置法施行令第３５条】 

 

○軽易な行為その他の行為で以下のいずれかに該当するもの 

◆誘導施設を有する建築物で仮設のものの建築の用に供す

る目的で行う開発行為 

◆上記の誘導施設を有する建築物で仮設のものの新築 

◆改築又は用途変更により誘導施設を有する建築物で仮設

のものとする行為 

○非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

○都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為 
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Ⅳ 居住誘導区域に関する届出様式（記入例） 

（１）居住誘導区域外の開発行為（様式１０） 

様式第 10（都市再生特別措置法施行規則第 35条第 1項第 1号関係） 

 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第８８条第１項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け出ます。 

 

   平成 ●●年●●月 ●●日 

   都城市長 殿 

 

                          届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                              氏 名 株式会社〇〇        

                                 代表取締役□□ □□   印 

                              連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

 

開 

発 

行 

為 

の 
概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域 

の名称（住所） 
都城市 ●●町■■ ▼▼番地 

２ 開発区域の面積 □,□□□.□□ 平方メートル  

３ 住宅等の用途 専用住宅 

４ 工事の着手予定年月日 平成●●年●●月●●日  

５ 工事の完了予定年月日 平成●●年●●月●●日  

６ その他必要な事項 

地目：宅地 

（開発行為の目的）専用住宅（10区画）用造成 

（連絡先）●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△設計 担当：☆☆ 

TEL：○○○-○○○-○○○○ 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 
２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略

することができる。 

 

  

株式会社 

●●● 

代表印 

届出日を記入 

（工事着手の３０日前まで） 

開発行為の工事着手年月日を記入 

開発行為の目的 

等を記入 
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（２）居住誘導区域外の建築行為等（様式１１） 

様式第 11（都市再生特別措置法施行規則第 35条第 1項第 2号関係） 

 

住宅等を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して住宅等とする行為の届出書 

都市再生特別措置法第８８条第１項の規定に基づき、 

   住 宅 の 新 築 

建築物を改築して住宅等とする行 為  について、下記により届け出ます。 

  建築物の用途を変更して住宅等とする行為 

 

   平成 ●●年●●月 ●●日 

   都城市長 殿 

 

                         届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                             氏 名 株式会社○○        

                                代表取締役□□ □□    印 

                             連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

 

１ 住宅等を新築しようとする土地又

は改築若しくは用途の変更をしよ

うとする建築物の存する土地の所

在、地番、地目及び面積 

土地の所在：都城市 ●●町■■ ▼▼番地 

 

地目：宅地 

面積：□,□□□．□□㎡ 

２ 新築しようとする住宅等又は改築

若しくは用途の変更後の住宅等の

用途 

共同住宅 

３ 改築又は用途の変更をしようとす

る場合は既存の建築物の用途 
 

４ その他必要な事項 

（行為の目的）共同住宅（10 戸）の建築 

（行為の着手予定年月日）平成●●年●●月●●日 

（連絡先）●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△設計 担当：☆☆ 

TEL：○○○-○○○-○○○○ 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 
２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略す

ることができる。 

 

  

株式会社 

●●● 

代表印 

建築行為等の目的 

等を記入 

届出日を記入 

（工事着手の３０日前まで） 
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（３）居住誘導区域外の開発行為、建築行為等の変更（様式１２） 

様式第 12（都市再生特別措置法施行規則第 38条第 1 項関係） 

 

行為の変更届出書 

平成●●年 ●●月 ●●日 

都城市長 殿 

 

届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地     

 氏 名 株式会社○○         

        代表取締役□□ □□    印 

連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

 

都市再生特別措置法第８８条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記により届け出ます。 

 

記 

 

１ 当初の届出年月日：         平成●●年 ●●月 ●●日 

 

２ 変更の内容： 

開発区域面積の変更 □,□□□．□□㎡ ⇒ ◇,◇◇◇．◇◇㎡ 

３ 変更部分に係る行為の着手予定日：  平成●● 年 ●●月 ●●日 

 

４ 変更部分に係る行為の完了予定日：  平成●● 年 ●●月 ●●日 

 

 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 
２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略す

ることができる。 
３ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 

 

  

株式会社 

●●● 

代表印 

当初に届出をした年月日を記入 

変更内容の変更前後がわかるように記入 

変更部分に係る開発行為等

の工事着手年月日を記入 

届出日を記入 

（工事着手の３０日前まで） 
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Ⅴ 都市機能誘導区域に関する届出様式（記入例） 

（１）都市機能誘導区域外の開発行為（様式１８） 

様式第 18（都市再生特別措置法施行規則第 52条第 1 項第 1号関係） 

 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第１０８条第１項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け出ます。 

 

   平成●●年 ●●月 ●●日 

    都城市長 殿 

 

                    届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                        氏 名 株式会社○○        

                           代表取締役□□ □□    印 

                        連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

 

開 

発 

行 

為 

の 
概 

要 

１ 開発区域に含まれる 

地域の名称（住所） 
都城市 ●●町■■ ▼▼番地 

２ 開発区域の面積 □,□□□．□□ 平方メートル  

３ 建築物の用途 商業施設 

４ 工事の着手予定年月日 平成●●年 ●●月 ●●日  

５ 工事の完了予定年月日 平成●●年 ●●月 ●●日  

６ その他必要な事項 

地目：宅地 

（建築物の詳細な用途） 

生鮮食料品売場 ◇◇◇㎡   薬局 ◇◇◇㎡ 

（連絡先） ●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△設計 担当：☆☆ 

TEL：○○○-○○○-○○○○ 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 
２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略

することができる。 
  

株式会社 

●●● 

代表印 

届出日を記入 

（工事着手の３０日前まで） 

誘導施設の詳細を記入 
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（２）都市機能誘導区域外の建築行為等（様式１９） 

様式第 19（都市再生特別措置法施行規則第 52条第 1 項第 2号関係） 

 

誘導施設を有する建築物を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して誘導施設を有する建

築物とする行為の届出書 

 都市再生特別措置法第１０８条第１項の規定に基づき、 

 誘 導 施 設 を 有 す る 建 築 物 の 新 築 

 建築物を改築して誘導施設を有する建築物とする行為 

 建築物の用途を変更して誘導施設を有する建築物とする行為 

について、下記により届け出ます。 

 

   平成●●年 ●●月 ●●日 

    都城市長 殿 

 

                     届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                         氏 名 株式会社○○        

                            代表取締役□□ □□    印 

                         連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

１ 建築物を新築しようとする土地又

は改築若しくは用途の変更をしよ

うとする建築物の存する土地の所

在、地番、地目及び面積 

土地の所在：都城市 ●●町■■ ▼▼番地 

 

地目：宅地 

面積：□,□□□．□□㎡ 

２ 新築しようとする建築物又は改築

若しくは用途の変更後の建築物の

用途 

商業施設 

３ 改築又は用途の変更をしようとす

る場合は既存の建築物の用途 

 

４ その他必要な事項 

（建築物の詳細な用途）  生鮮食料品売場 ◇◇◇㎡ 

（行為の着手予定年月日） 平成●●年●●月●●日 

（連絡先） ●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△設計 担当：☆☆ 

TEL：○○○-○○○-○○○○ 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 
２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略

することができる。 

 

  

届出日を記入 

（工事着手の３０日前まで） 

株式会社 

●●● 

代表印 

誘導施設の詳細を記入 
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（３）都市機能誘導区域外の開発行為、建築行為等の変更（様式２０） 

様式第 20（都市再生特別措置法施行規則第 55条第 1 項関係） 

 

行為の変更届出書 

平成●●年 ●●月 ●●日 

都城市長 殿 

届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地     

氏 名 株式会社○○         

代表取締役□□ □□    印 

連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇   

 

 都市再生特別措置法第１０８条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記により届け出ます。 

記 

 

１ 当初の届出年月日：         平成●●年 ●●月 ●●日 

 

２ 変更の内容： 

建築物の用途の変更 生鮮食料品売場 ⇒ 薬局 

 

３ 変更部分に係る行為の着手予定日：  平成●●年 ●●月 ●●日 

 

４ 変更部分に係る行為の完了予定日：  平成●●年 ●●月 ●●日 

 

 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。 
２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略す

ることができる。 
３ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 

 

  

株式会社 

●●● 

代表印 

当初に届出をした年月日を記入 

変更内容の変更前後がわかるように記入 

変更部分に係る開発行為等

の工事着手年月日を記入 

届出日を記入 

（工事着手の３０日前まで） 
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（４）都市機能誘導区域内の誘導施設の休廃止（様式２１） 

様式第 21（都市再生特別措置法施行規則第 55条の 2 関係） 

 

誘導施設の休廃止届出書 

平成●●年 ●●月 ●●日 

都城市長 殿 

届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地     

氏 名 株式会社○○         

代表取締役□□ □□    印 

連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇   

 

 都市再生特別措置法第１０８条の２第１項の規定に基づき、誘導施設の（休止・廃止）について、下記によ

り届け出ます。 

記 

 

１ 休止（廃止）しようとする誘導施設の名称、用途及び所在地 

（名 称）○○病院      

（用 途）病院 

（所在地）●●市◆◆町■■番地 

 

２ 休止（廃止）しようとする年月日：       平成●●年 ●●月 ●●日 

 

３ 休止しようとする場合にあっては、その期間 

平成●●年●●月●●日 ～ 平成●●年●●月●●日 

 

４ 休止（廃止）に伴う措置 

(1)休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がある場合、予定される当該建築物の用途 

休止中は、倉庫として使用 

(2)休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がない場合、当該建築物の存置に関する事項 

建築物は、解体する。跡地については、別事業者へ売却予定。 

除却予定日：平成●●年●●月●●日 

 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載してください。 
２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省略

することができます。 
３ ４(2)欄には、当該建築物を存置する予定がある場合は存置のために必要な管理その他の事項につい
て、当該建築物を存置する予定がない場合は当該建築物の除却の予定時期その他の事項について記入し
てください。 

 

株式会社 

●●● 

代表印 

該当する誘導施設を記入 

届出日を記入 

（休廃止の３０日前まで） 
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Ⅵ 誘導区域図 

（１）全体図 

 

  

中心地区（東側）P16 中心地区（西側）P17 

沖水（P18） 

中郷（P19） 

志和池（P20） 

庄内（P21） 

山之口（P22） 

高城（P23） 

山田（P24） 

高崎（P25） 
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（２）中心地区（東側） 

 

 

  

【中心拠点・市街地系生活拠点】 

国道 222 号 

国道 10 号 
国道 269 号 

市役所 

早水公園 

警察署 

沖水川 

大 

淀 

川 

都城農業高校 

都城商業高校 

上下水道局 

消防局 
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（３）中心地区（西側） 

 

 

  

【市街地系生活拠点】 

自衛隊駐屯地 

都城霧島公園線 

市道母智丘通線 

五十市中学校 

西中学校 

都城工業高校 
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沖水中学校 

都城工業高等専門学校 

国道 221 号 

国道 10 号 

（４）沖水地区 

 

 

  

【市街地系生活拠点】 
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（５）中郷地区 

 

 

  

都城東環状線 

国道 221 号 

中郷地区市民センター 

中郷保育所 

【田園系生活拠点】 

中郷中学校 
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国道 221 号 

志和池地区市民センター 

志和池中学校 

志和池小学校 

（６）志和池地区 

 

 

  

【田園系生活拠点】 
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（７）庄内地区 

 

 

 

  

都城霧島公園線 

庄内中学校 

庄内地区市民センター 

都城野尻線 

庄内小学校 

【田園系生活拠点】 
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（８）山之口地区 

 

 

 

  

【田園系生活拠点】 

三股高城線 

山之口総合支所 

山之口中学校 

国道 269 号 

山之口小学校 

山之口運動公園 
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（９）高城地区 

 

 

  

高城高校 

高城小学校 

高城中学校 

高城総合支所 

三股高城線 

【田園系生活拠点】 

国道 10 号 
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中方限庄内線 

御池都城線 

（１０）山田地区 

 

 

 

  

【田園系生活拠点】 
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（１１）高崎地区 

 

 

  

高崎中学校 

高崎総合支所 

高崎小学校 

高崎総合公園 

国道 221 号 

都城野尻線 

【田園系生活拠点】 
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